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1頁

受理官庁 

ＩＢ 

世界知的所有権機関国際事務局 

 

附属書 Ｃ

ＩＢ

右の国の国民及び居住者の管轄受理官庁１ ＰＣＴ全締約国２ 

国際出願の作成に用いることができる言語 

 配列表における言語依存フリーテキ

ストのために認められる言語 

 願書の提出に用いることができる言語 

いかなる言語でもよい３ 

いかなる言語でもよい； 

又は，英語及びその他のいずれかの言語 

公開の言語のいずれか 

紙形式について受理官庁が要求する部数 １ 

受理官庁は電子形式による国際出願を 

認めるか？４ 

認める。受理官庁はｅＰＣＴ出願又はＥＰＯオンライン出願５に

よる電子出願を認める。 

受理官庁は優先権の回復請求を認めるか 

（ＰＣＴ規則26の2.3）？ 

認める。受理官庁は当該請求に「故意ではない」及び「相当な

注意」の両方の基準を適用する。 

［次頁に続く］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

１ 国家安全保障の規定により外国での特許出願が認められている場合にのみ，出願人は国際事務局に出願す
ることができる。当該規定に従うことは出願人の責任であり，国際事務局は検査をしない。 

２ 次の締約国については，国際事務局だけが受理官庁となる：アンゴラ，アンティグア・バーブーダ，バル
バドス，ドミニカ，グアテマラ，クウェート，ラオス人民民主共和国，マダガスカル，ナイジェリア，セ
ントルシア，セントビンセント及びグレナディーン諸島，スリランカ，アラブ首長国連邦。 

３ 国際出願が行われた言語が国際調査機関で認められない言語（附属書Ｄ参照）である場合，出願人は翻訳
文を提出しなければならない（ＰＣＴ規則12.3)。国際出願が行われた言語が公開の言語でなく，国際調査
のための翻訳文が要求されていない場合（ＰＣＴ規則12.3(a))，出願人は，公開の言語のいずれか１つに
よる当該出願の翻訳文を提出しなければならない（ＰＣＴ規則12.4(a))。 

４ 国際出願が，実施細則第７部及び附属書Ｆの規定に従い，その範囲内で電子形式によって行われている場
合には，国際出願手数料の総額は減額される（｢受理官庁に支払うべき手数料」参照)。国際出願に明細書
と別個の部分として配列表が含まれている場合には，実施細則附属書Ｃに従い，すなわちＷＩＰＯ標準Ｓ
Ｔ.26ＸＭＬフォーマットに準拠したものを提出すべきである。このフォーマットで配列表を提出すれば追
加手数料は不要である。 

５ 受理官庁としての国際事務局に国際出願を行うときに電子システムが不通である場合，出願人はｅＰＣＴ
緊急用アップロードサービスの使用（https://www.wipo.int/pct/en/epct/contingencyupload.html)，物
理媒体による書類提出（ＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒ)，又は異なる受理官庁の利用が可能である。関連する受
理官庁として行動する国際事務局の通告については，2021年2月11日付公示（ＰＣＴ公報）23頁以降，及び
2022年12月8日付公示（ＰＣＴ公報）328頁参照。 
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ＩＢ 世界知的所有権機関国際事務局（続き） ＩＢ

管轄国際調査機関 出願人（又は出願人が２名以上の場合には少なくとも出願人の

１人）が国民又は居住者６,７となるＰＣＴ締約国の，又はそのた

めに行動する他の受理官庁に国際出願がされたとしたならば管

轄したであろう国際調査機関（管轄受理官庁については附属書

Ｂ１及びＢ２，管轄国際調査機関については附属書Ｃ，ＰＣＴ

規則19.1(b)に基づき国際事務局が国内官庁に代わって行動する

国については下記を参照） 

アンゴラの国民及び居住者について：オーストリア特許庁，中国

国家知識産権局（CNIPA)，欧州特許庁又は国立産業財産機関

（ブラジル） 

アンティグア・バーブーダの国民及び居住者について：カナダ

知的財産庁又は欧州特許庁 

バルバドスの国民及び居住者について：オーストリア特許庁，欧

州特許庁，スウェーデン知的財産庁（ＰＲＶ）又は米国特許商

標庁 

ドミニカの国民及び居住者について：カナダ知的財産庁又は欧

州特許庁 

グアテマラの国民及び居住者について：オーストリア特許庁，

欧州特許庁，国立産業財産機関（ブラジル)，国立産業財産機関

（チリ)，スペイン特許商標庁又は米国特許商標庁 

クウェートの国民及び居住者について：エジプト特許庁又は欧

州特許庁 

ラオス人民民主共和国の国民及び居住者について：中国国家知

識産権局（CNIPA)，欧州特許庁，シンガポール知的財産庁，日

本国特許庁（ＪＰＯ)又は韓国知的財産庁 

マダガスカルの国民及び居住者について：オーストリア特許

庁，欧州特許庁，連邦知的財産局（Rospatent)(ロシア連邦）又

はスウェーデン知的財産庁（ＰＲＶ） 

ナイジェリアの国民及び居住者について：オーストラリア特許

庁，カナダ知的財産庁又は欧州特許庁 

セントルシアの国民及び居住者について：オーストラリア特許

庁，オーストリア特許庁，欧州特許庁又は米国特許商標庁 

セントビンセント及びグレナディーン諸島の国民及び居住者につ

いて：オーストラリア特許庁，カナダ知的財産庁，欧州特許庁又

は米国特許商標庁 

スリランカの国民及び居住者について：オーストラリア特許

庁，欧州特許庁，韓国知的財産庁又はスウェーデン知的財産庁

（ＰＲＶ） 

アラブ首長国連邦の国民及び居住者について：オーストラリア

特許庁，オーストリア特許庁又は韓国知的財産庁 

［次頁に続く］ 
         

６ 出願人がアメリカ合衆国の国民若しくは居住者である場合には，国際調査機関又は国際予備審査機関とし
て欧州特許庁を利用することが制限される。この制限基準は，出願人が複数いる出願において，その少な
くとも１人がアメリカ合衆国の国民若しくは居住者である場合，及びそのいずれもが欧州特許条約の締約
国の国民若しくは居住者でない場合にも適用される。詳しくは附属書Ｄ（ＥＰ)，Ｅ（ＥＰ）参照。 

７ 出願人がアメリカ合衆国の国民若しくは居住者である場合には，一部の国際出願に関してのみ，オースト
ラリア特許庁を国際調査機関又は国際予備審査機関として利用することができる。この限定対象となる国
際出願に関する詳細については，2008年10月23日付公示（ＰＣＴ公報）131頁以降を参照。 
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ＩＢ 世界知的所有権機関国際事務局（続き） ＩＢ

管轄国際予備審査機関 出願人（又は出願人が２名以上の場合には少なくとも出願人の１

人）が国民又は居住者８,９となるＰＣＴ締約国の，又はそのために

行動する他の受理官庁に国際出願がされたとしたならば管轄したで

あろう国際予備審査機関（管轄受理官庁については附属書Ｂ１及び

Ｂ２，管轄国際予備審査機関については附属書Ｃ，ＰＣＴ規則

19.1(b)に基づき国際事務局が国内官庁に代わって行動する国につ

いては下記を参照） 

アンゴラの国民及び居住者について：オーストリア特許庁，中国国家

知識産権局（CNIPA)10，欧州特許庁11又は国立産業財産機関（ブラジ

ル） 

アンティグア・バーブーダの国民及び居住者について：カナダ知的

財産庁10又は欧州特許庁10 

バルバドスの国民及び居住者について：オーストリア特許庁，欧州特

許庁12，スウェーデン知的財産庁（ＰＲＶ）又は米国特許商標庁10 

ドミニカの国民及び居住者について：カナダ知的財産庁10又は欧州

特許庁10 

グアテマラの国民及び居住者について：オーストリア特許庁，欧州

特許庁13，国立産業財産機関（ブラジル)，国立産業財産機関（チ

リ)10，スペイン特許商標庁又は米国特許商標庁10 

クウェートの国民及び居住者について：エジプト特許庁又は欧州

特許庁10 

ラオス人民民主共和国の国民及び居住者について：中国国家知識産

権局（CNIPA)10，欧州特許庁10，シンガポール知的財産庁10，日本国

特許庁（ＪＰＯ)10又は韓国知的財産庁 

マダガスカルの国民及び居住者について：オーストリア特許庁，欧

州特許庁12，連邦知的財産局（Rospatent)(ロシア連邦）又はス

ウェーデン知的財産庁（ＰＲＶ） 

ナイジェリアの国民及び居住者について：オーストラリア特許庁，

カナダ知的財産庁0又は欧州特許庁10 

セントルシアの国民及び居住者について：オーストラリア特許庁，

オーストリア特許庁，欧州特許庁11又は米国特許商標庁10 

セントビンセント及びグレナディーン諸島の国民及び居住者につい

て：オーストラリア特許庁，カナダ知的財産庁10，欧州特許庁10又は

米国特許商標庁10 

スリランカの国民及び居住者について：オーストラリア特許庁，欧

州特許庁14，韓国知的財産庁又はスウェーデン知的財産庁（ＰＲ

Ｖ） 

アラブ首長国連邦の国民及び居住者について：オーストラリア特許

庁，オーストリア特許庁又は韓国知的財産庁 

                                                ［次頁に続く］ 

８ 脚注６を参照。 

９ 脚注７を参照。 

10 この官庁は，国際調査を同官庁が実施する（又は実施した）場合に限り管轄する。 

11 この官庁は，国際調査を同官庁又はオーストリア特許庁が実施する（又は実施した）場合に限り管轄する。 

12 この官庁は，国際調査を同官庁，オーストリア特許庁又はスウェーデン知的財産庁（ＰＲＶ）が実施する（又は実施した）場

合に限り管轄する。 

13 この官庁は，国際調査を同官庁，オーストリア特許庁又はスペイン特許商標庁が実施する（又は実施した）場合に限り管轄す

る。 

14 この官庁は，国際調査を同官庁又はスウェーデン知的財産庁（ＰＲＶ）が実施する（又は実施した）場合に限り管轄する。 
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ＩＢ 世界知的所有権機関国際事務局（続き） ＩＢ

受理官庁に支払うべき手数料15 

 送付手数料16 

 

 国際出願手数料17 

 

  30枚を超える１枚ごとの手数料17，20 

 

  減額（手数料表第４項に基づく)： 

   電子出願 

   （文字コード形式以外の願書） 

   電子出願 

   （文字コード形式による願書） 

   電子出願 

   （文字コード形式による願書， 

    明細書，請求の範囲及び要約） 

 調査手数料 

 

 優先権書類の手数料21 

 

 

 

 

 優先権回復請求手数料 

 （ＰＣＴ規則26の2.3(d)） 

通貨：スイス・フラン(CHF)，ユーロ(EUR)及び米国・ドル(USD)

CHF   100 又は EUR    98   (104)18 又は USD   108   (101)18

                                                    (108)19

CHF 1,330 又は EUR 1,305 (1,378)18 又は USD 1,437 (1,346)18

                                                  (1,435)19

CHF    15 又は EUR    15    (16)18 又は USD    16    (15)18

                                                     (16)19

 

CHF   100 又は EUR    98   (104)18 又は USD   108   (101)18

                                                    (108)19

 

CHF   200 又は EUR   196   (207)18 又は USD   216   (202)18

                                                    (216)19

CHF   300 又は EUR   294   (311)18 又は USD   324   (304)18

                                                    (324)19

相当する金額については，出願人が選択した国際調査機関に対

応する附属書Ｄ参照 

CHF    50 又は EUR    49    (52)18 又は USD    54    (51)18

                                                     (54)19

航空郵便のための追加額 

CHF    10 又は EUR    10           又は USD    11    (10)18

                                                     (11)19

 

な し 

受理官庁は代理人を要求するか？ 不 要 

［次頁に続く］ 

         

15 手数料支払の詳細はＷＩＰＯウェブサイト https://www.wipo.int/pct/en/fees/index.html#_methods 参照。 

16 国際出願手数料の90％減額を受ける資格を有する出願人（脚注17参照）は送付手数料の支払が不要。 

17 この手数料は，国際出願が次のいずれかの出願人によって行われた場合，90％減額される。ただし，出願
人が複数いるときには，下記の(a)又は(b)のいずれかの基準を各出願人が満たしていなければならない。 

(a) １人当たりの国内総生産が25,000米国ドル（国際連合が発行する米国ドル建による１人当たりの2005
年固定実質国内総生産の直近10年間の平均額）を下回る国であって，国際事務局が公表する直近５年間
の年間平均出願件数によると，その国の国民及び居住者である自然人が，(人口100万人当たり）１年に
10件未満の国際出願を行っている国，又は（絶対数で）１年に50件未満の国際出願を行っている国の，
自然人かつ国民又は居住者である出願人 

(b) 自然人であるか否かを問わず，国際連合によって後開発途上国の等級に属するものとされた国の国民
であり，かつ，当該国に住所を有する出願人 

   90％減額の適用についての詳細は https://www.wipo.int/pct/en/fees/ 及び2020年3月5日付公示（ＰＣ
Ｔ公報）45頁以降，手数料表第５項参照。なお，電子出願による減額と国際出願手数料90％の減額の両方
が適用される場合には，電子出願による減額後に90％の減額の計算をする。 

18 括弧内の額は2023年1月1日から適用される。 

19 括弧内の額は2023年3月1日から適用される。 

20 脚注４を参照。 

21 規則17.1(b)に基づき国際出願に関して優先権書類を作成する場合，又はＷＩＰＯ優先権書類デジタルアク
セスサービス（ＤＡＳ）を介して優先権書類を利用可能とするよう受理官庁に要請する場合，手数料は不要
である（附属書Ｂ参照)。 
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ＩＢ 世界知的所有権機関国際事務局（続き） ＩＢ

誰が代理人として行為できるか？ 

 

 

出願人(又は出願人が２名以上の場合には出願人のいずれか)が居

住者若しくは国民である締約国の(又はそのために行動する)国内官

庁に対して手続を行う権利を有する者 

又は国際事務局がＰＣＴ規則19.1(b)に基づき受理官庁として行動

する場合には，自然人又は法人 

委任状の提出要件の放棄 

 国際事務局は，別個の委任状を提出する 

 要件を放棄しているか？ 

 別個の委任状が要求される特別の状況 

 

 国際事務局は，包括委任状の写しを提出 

 する要件を放棄しているか？ 

 包括委任状の写しが要求される特別の 

 状況 

 

している22 

 

代理人若しくは共通の代表者であって出願時の願書に記載され

ていなかった者を選任した時，又は，その者が書類を提出した時

している22 

 

代理人若しくは共通の代表者であって出願時の願書に記載され

ていなかった者を選任した時，又は，その者が書類を提出した時

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

22 国際段階において代理人又は共通の代表者がいずれかの取下げ通知を行う場合（ＰＣＴ規則90の2.1から90
の2.4；国際段階の11.048項も参照)，委任状の要件の放棄は適用されない（ＰＣＴ規則90.4(e)及び
90.5(d))。 


